
1．婦人相談所等の体制の強化について   

配偶者からの暴力（以下「DV」という。）対策については．、未等の暴   

力を主訴とする相談件数が増加している状況を踏まえ、婦人相談所等にお   

けるDV被害者の相談、・保護等の支援の充実強化を図っているところであ   

る。  

（1） 婦人保護事業費補助（負担金）について   

① 婦人相談所一時保護所や婦人保護施設における心理療法担当職員お  

よび同伴児童への対応等を行う指導員の配置   

② 婦人相談所や婦人保護施設における夜間警備体制の強化  

（2） 婦人相談所運営費負担金   

① 要保護女子等の移送等に係る経費   

② 外国人婦女子緊急一時保護経費  

③ 広域措置費  

（3） 児童虐待・DV対策等総合支援事業について   

① 休日・夜間電話相談事業および法的対応機能強化事業   

② 配偶者からの暴力被害者保護支援ネットワーク事業及び婦人相談所  

職員等への専門研修事業   

③ 婦人保護施設退所者自立生活援助事業   

④ 身元保証人確保対策事業  

身元保証人確保対策事業については、婦人相談所一時保護所（民間  

ェルター等の一時保護委託施設含む）、婦人保護施設、母子生活支援  

施設を退所するDV被害者等が、身元保証人を得られず、就職やアパ  

ート等の賃借ができないことがないよう平成19年度より実施してい  

るところであるが、ついては、DV被害者等の自立支援として今後と  

も活用していただくようお願いしたい。  

（4） 婦人保護施設の福祉サービス第三者評価事業について  

福祉サービス第三者評価事業については、平成16年5月に都道府  

県推進会議組織や評価期間のあり方、社会福祉施設共通の評価基準、   

評価結果の公表等のガイドラインを定め、平成18年6月、婦人保護   

施設の評価基準ガイドラインを策定し、すでに周知されているところ  

である。  

ついては、今後とも貴管内の婦人保護施設に対し、第三者評価基準  

事業の受審を推進されたい。  

さらに、障害があることや外国人であること等特別なニーズをもった被   



害者等の相談や保護等に関しては、   

① 安心こども基金（児童養護施設等の生活向上のための環境改善事業）  

等を活用した施設のバリアフリー化の推進   

② 専門通訳者養成研修の実施等を通じた通訳者の確保   

③ 婦人保護啓発活動事業費を活用したDV相談・保護等に関する点字   

や外国語のパンフレットおよびリーフレット等の作成・配布   

④ ノウハウのある一時保護委託契約先の活用   

等により、適切な対応をお願いしたい。   

各都道府県においては、民間の支援団体を含む関係機関との連携、研修  

の充実等、被害者等の安全確保、支援の充実に向けた一層の取組をお願い  

する。  

2．DV被害者等に対する保護支援等について  

（1） DV被害者に対する保護支援等については、婦人相談所、婦人保護  

施設、婦人相談員等により従来から行われてきたところであるが、平  

成21年5月に総務大臣から厚生労働大臣に対し、「配偶者からの暴  

力の防止等に関する政策評価」の結果として、「一時保護の機能の充  

実」についての勧告が行われた。同勧告を踏まえ、同年11月に家庭  

福祉課長名で通知を発出し、  

① 夜間・休日を問わず、被害者の安全の確保、負担の軽減等も配慮  

し つつ、福祉事務所を経由していない申請の場合や，被害者が一  

時保護 委託契約施設に直接来所した場合も含め、被害者の危険度  

や緊急度を 勘案し、申請を受け付け、一時保護の要否を速やかに  

判断するなど柔 軟かつ弾力的な対応を図ること  

② 一時保護にあたっては、被害者の安全な保護・自立支援を円滑に  

進 めるために、福祉事務所、警察等関係機関と速やかに連絡をと  

るなど、 緊密な連携を図ること  

等の留意事項をお示ししたところであるので、引き続き適切な対応を  

お願いしたい。  

※「配偶者からの暴力の被害者の一時保護機能の充実について」（平  

成21年′11月25日雇児福発1125第1号厚生労働省雇用均等・児童  

家庭局家庭福祉課長通知）  

（2） DV被害者等であって妊娠中の単身女性につヤ、て  

DV被害者等であって保護の必要な妊娠中の単身女性については、  

母子生活支援施設への入所は認められていないところであるが、出産  

前後の心身が不安定な時期に、婦人保護施設や母子生活支援施設など  
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複数の施設を移ることは適切な環境にあるとは言えず、当該単身女性  
の継続的、安定的な保護を確保する必要がある。   

一方、現行制度においても、都道府県の婦人相談所が一時保護の委  

託契約を締結している母子生活支援施設に、当該単身女性の一時保護  

を委託することができる取扱いとなっており、その際には、出産後、  

一時保護を終了し、福祉事務所が引き続き母子保護の実施を行うこと  

により、そのまま同じ母子生活支援施設に入所することが可能である  

ので、各都道府県の婦人相談所においては、一時保護の委託契約施設  

として母子生活支援施設の積極的な活用を検討するとともに、福祉事  

務所等との連携を密にし、当該単身女性の適切な保護が行われるよう  

お願いする。   

児童手当制度においては、DV被害者のみが子の監護を行い、生計  

同一である場合、又は、配偶者の監護が認められても被害者の方が子  

の生計を維持する程度が高い場合には、現に居住する市町村に対し、  

児童手当の申請を行うことにより、当該被害者の配偶者の児童手当を  

停止し、DV被害者が児童手当の支給を受けることができる取扱いと  

しているところである。今国会に法案を提出している子ども手当につ  

いても、同様の取扱いとする方向で検討がされている。申請の際には、  

DV被害者である旨の証明書を添付することとされており、証明書の  

交付申請があった場合の対応についてよろしく 

DV被害者に対して、こうした取扱いについて周知されたい。  

3．人身取引被害女性の保護支援等について  

（1） 平成22年度予算案について  

平成22年度予算案では、人身取引被害女性支援体制の強化を図る  

ため、婦人保護施設において、通訳及びケースワーカーー（外国人専門  

生活支援者）の派遣を外国人支援に実績のある民間団体等に依頼する  

ための経費や医療費について補助することとしているので、被害者等  

の相談、保護等の支援を一層充実させるため積極的に活用されたい。  

（2） 人身取引対策行動計画2009について  

「人身取引対策行動計画」（平成16年12月策定、以下「旧計画」  

という。）が策定されてから5年が経過し、その間、人身取引事犯の  

認知件数が減少するとともに、適切な被害女性の保護が図られるなど、  

旧計画に基づく各種対策は大きな成果を上げたと言える一方で、ブロ  

ーカー等が被害女性を偽装結婚させるなどして就労に制限のない在留  

資格をもって入国させるなど、人身取引の手口がより巧妙化・潜在化  
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してきている。こうした国内情勢や、我が国の人身取引対策に対する  

国際社会の関心の高さ等の内外からの指摘を踏まえ、このたび、犯罪  

対策閣僚会議（平成21年12月22日）において、「人身取引対策  

行動計画2009」（以下「新計画」とV 

ある。   

新計画には、婦人保護事業に関連する事項として、   

① 潜在的被害者に対する被害者保護施策甲周知   

② 被害者に対する法的援助に関する周知等   

③ 中長期的な保護施策に関する検討   

等が盛り込まれている。  

（3） 婦人相談所等における支援について  

人身取引被害女性の保護については、これまで23都府県において  

実績があるが、一方、被害女性はいっ、どこで保護されるか予測がつ  

かないのが現状である。  

厚生労働省は、人身取引被害女性を含む外国人女性対応のための通  

訳雇上費、人身取引被害女性の医療に係る経費（他法他制度が利用で  

きない場合に限る）、医療機関や空港等への移送に係る経費について  

は、婦人相談所運営費負担金に、一時保護所及び婦人保護医施設にお  

ける心理療法担当職員の配置に係る経費については、婦人保護事業費  

負担金及び婦人保護事業費補■助金に、弁護士等による法的な援助や調  

整を行う法的対応機能強化事業の実施に係る経費につい七は、児童虐  

待・DV対策等総合支援事業にそれぞれ計上しているところである。  

各都道府県においては、これらの人身取引被害女性の保護・支援に  

係る経費の予算確保に努めていただくとともに、人身取引被害女性を  

保護した際に、実施可能な支援内容を被害者に通訳確保を行うなどし  

て適切に説明するとともに、国庫補助（負担）金の有効な活用を図る  

ようお願いする。  

また、各都道府県においては、警察、入国管理局、国際移住機関（I  

OM）等と緊密な連携を図りながら、今後も引き続き、人身取引被害  

女性に対する適切な保護・支援を実施いただくようお願いするととも  

に、 婦人相談所が、国籍を問わず、各般の問題を抱えた女性の相談・  

保護に応ずる機関であることについて、潜在的な人身取引被害女性が  

認識できるよう配慮しつつ、各都道府県域に対して広報・周知してい  

ただくようお願いする。  

（4） 関係機関との連携について  

人身取引被害女性への対応における留意点等については、平成18  
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年3月に厚生労働省が民間シェルター等の協力を得て作成し、婦人相  

談所等の関係機関に配布した「婦人相談所における人身取引被害者支  

援の手引き」等で示してきたところであるが、政府関係省庁において、  

今後の検討状況について、適時情報提供していくこととしたいので、  

あわせてご留意いただきたい。 

今後とも婦人相談所職員への専門研修等の場において、人身取引等  

外国人被害女性に対する相談・保護を課題として取り上げるなどによ  

り、人身取引や被害女性の実態等について知見を深めていただくよう  

お願いする。その際には、すでにノウハウを有している民間団体等の  

協力を得るなど、有効な研修等の実施をお願いする。  

（5） 人身取引被害者が児童の場合について  

人身取引対策行動計画において、「被害者が児童である場合は、必  

要に応じて児童相談所と連携して適切な支援の措置を講ずる」ことと  

されており、今後とも婦人相談所と児童相談所の密接な連携の下、適  

切な保護をお願いする。（保護実績：平成17年度5人、平成18年  

度1人）  

4．その他   

婦人保護事業実施状況報告等について   

例年行っている婦人保護事業実施状況報告及び婦人保護事業実態調査に   

っいては、今年も行う予定であり、ご協力をお願いしたい。  
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配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護  

に関する法律の概要（チャート）  

情報提供努力義務   

保護命令の申立て  

被害者の配偶者からの身体に対する暴  

力・生命等に対する脅迫  

国 民  

（医師等）  談
助
護
 
 

相
接
保
 
 

発見した着こよる通報の  

努力義務  

②医師等は通報することが  

できる（被害者の焉琴を尊重  

するよう努る）   

＊配偶者暴力相談支援センタ叫警察   

への相談等がない場合、公証人面  

前宣誓供述書を添付  

警察  

○暴力の制止  

○被害者の保護  

○被害発生防止  

のために必要  

な措置・援助  

配偶者暴  

センター  
地裁の請求に基づく書  

面提出等  地
方
裁
判
所
 
 

保護命令発令の通知  

＊配偶者暴力相談支援センターヘの通知は、センター   

への相談等があった場合のみ  

格調整、その他の  
保護命令  

○被害者への接近禁止命令  

○電話等禁止命令  

○子への接近禁止命令  

○親族等への接近禁止命令  

○退去命令（2ケ月）  

（6ケ月）  

福祉事務所  

○自立支援等  

（母子生活支援施設への入  

所、保育所への入所、生活保  

護の対応、児童扶養手当の認  

定等）  

民間団体  

○自立支援等  

相手方  

申立人の配偶者・元配偶者   

（事実婚を含む）  

保護命令違反に対する罰則  

01年以下の懲役または100万円以下の罰金  

「STOP THE 暴力」（内閣府男女共同参画局）より   
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生活保護 母子生活支援施設入所  

母子家庭等就業・自立支援センター   
職業相談から就業支援講習会の実施、就業情報提供等  

公共職業安定所（ハローワーク）   
特にマザーズハローワーケマザーズサロンにおける子育て女性などに  

対する就職支援  

児童相談所   
心理的虐待等を受けた子どもへの心理的ケア、子育て相談等   



平成20年度婦人保護事業実施状況報告の概要  

厚生労働省雇用均等・児童家庭局 家庭福祉課   

婦人保護事業実施状況報告は、全国の婦人相談所、婦人相談員、婦人保護施設の  

状況を、各都道府県の婦人保護事業担当部局に調査し、雇用均等・児童家庭局家庭  
福祉課が行政資料として把握したものである。  

（以下は、平成20年4月1日～平成21年3月31日の状況である。）  

1 婦人相談所の業務  

婦人相談所は、売春防止法第34条に基づき、各都道府県に設置されており、要保孝女   
子に関する各般の問題について相談を行い、必要な調査や医学的、心理学的、職能的判定と   

これらに附随した指導を行い、一時保護を行う土とを主たる業務としている。  
また、平成14年4月からは、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律（以   

下「DV法」という。）第3条により配偶者暴力相談支援センターとしての役割を果たすこ   
ととなった。  

さらに、平成16年12月からは、人身取引対策行動計画に基づき、人身取引被害者への   

支援を行っている。   

（1）相談別状況  

婦人相談所において受け付けた相談実人員は、来所相談、電話相談等を合わせて   

137，439人（暴力被害男性を含む）であった。  

総  数  
電話相談   

巡回相談、出  
種別  

その他  

張相談による 相談  夜間相談  
（手紙等）  

示による   

（100％）   （13．0％）   
実人 員  17．815  

（0．3％）   
2．854   

（86．0％）   
1，072  477   

（0．7％）  
24．907  988   

（100％）   （33．9％）   
延人 員  78，111  12，274   

（0．4％）   
4，503  

（63．9％）   
911   30．486   

（1．8％）  
4，142   

（2）来所による相談実人員の主訴別内訳   

（1）の来所による相談のうち、夫等の暴力を主訴とする実人員は9，364人であり、実   

人員総数の52．7％にあたる。  

総数   
≡ 

間   夫等の 暴力  襲慧禦慧  帰任先な し、   親族間の 準  子どもの 問題  医療関係  経済関係  萱・至・主・  
住居間題  など   

（100％）   （52．7％）  （12．5％）  （臥4％）   
17，781   

（4．9％）   （4．4％）   （3．4％）   （2．4％）   （0．5％）  （108％）  
9，364   2．229   1，486   869   791   608   421   90   1．白23   

※暴力被害男性（34人）は含まない。  

8   



（3）一時保護の状況  

一時保護は、売春防止法に基づき、要保護女手の婦人保護施設への収容保護又は関係諸機   
関への移送等の措置が採られるまでの間行うほか、短期間の更生指導を必要とする場合等に   
行われる。  

またDV法により、配偶者からの暴力被害者及びその同伴する家族の一時保護を行うこと   
とされ、母子生活支援施設、民間シェルター等一定ゐ基準を満たす者には一時保護の委託が   
可能となっている。  

さらに、人身取引対策行動計画に基づき、被害者の一時保護（委託を含む）を行っている。  

実  人  員  うち一時保護委託分  延 べ 人 員  時保護委託分   

要保護女子等   6．613   1，767   96，108   6，475   

周伴する家族   5，532  2．149   80，889   9．728   

（4）在所者の一時保護時の主訴別内訳  

総数   暴力   し 問題   
、 住居間題   など   

（100％）   （70．6％）  （14．3％）   （4．4％）   （3．0％）   （1．3％）   （0．8％）   （0．8％）   

夫等の   帰任先な ■   親族間の   子どもの 問題・  萱≡．章・主・   医療関係  経済関係  慧彊雫票  その他  
（0．7％）   （4．1射   

6，613   4．666   947   291   198   83   56   45   273   

※在所者とは、前年度末在所者と平成20年度に新規に入所した看で、当該年度中1日でも在所した者をいう。  

（5）一時保護後の状況  

総数  自 立  帰 宅   
帰 郷  垂雛   婦人保 護施設  友人宅・ 知人宅  民間団体  病 院  その他   

（100％）  （18．6％）  （18．1％）  （17．2％）  （15．5％）  （12，0％）  （4．8％）  （3．8％）  （2．3％）  （7．8％）   

6，343   1．177   1，145   1，089   985   764   304   238   144   497   

2 婦人相談員の業務  

婦人相談員は、売春防止法第35条に基づき、社会的信望があり、熱意と識見を持って  
いる者のうちから、都道府県知事又は市長から委嘱され、要保護女子の発見、相談、指導  
等を行うこととされている。  

また、DV法第4条により、配偶者からの暴力被害者の相談、必要な指導を行うことと  
された。  

平成21年4月1日現在、47都道虎県444名（うち婦人相談所223名）、266  
市区598名、合計1，042名の婦人相談員が全国に配置されている。   

（1）相談別状況  

電話相談   

総   数  巡回相談、出  その他  
種別  

語謹談による  
（手紙等）  

夜間相談  
示による   

（100％）   （51．鍋）   （2．6％〉   （45．1％）   （0．5％）  
実 人 員  61，847  3，856   3．124  3．049   1，243  641   

（3．3％）   （37．6％）   （0．7％） 
延 人 員  （100％）   （58．4％）   9．225   8，857  8，515   1，939   1．672   

※婦人相談所以外の福祉事務所等に配置される婦人相談員が受け付けた相談。  
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（2）来所による相談実人員の主訴別内訳  

（1）の来所による相談のうち、夫等の暴力を主訴とする実人員は15，515人であり、   

実人員総数の25．1％にあたる。  

帰住先な  子どもの  親族間の  人身取引   
総数   夫等の  要望閏  経済関係  医療関係  し 問題   問題   その他  

、 住居間題  なギ   

（100％）   （25．1％）  （19．9％）  （16．8％）   （9，2％）   
10，375   

（8．4％）   
5．659   5，184   （6．2％）   （3．7％）   61，813   15，515   12，301  （0．1％）  （10．7％）  

※暴力被害男性く34人）は含まない。   

3 婦人保護施設の業務  

婦人保護施設は、要保護女子を収容保護する施設で、都道府県、市町村又は社会福祉法  

人が設置することができる。（売春防止法第36条）平成21年4月1日現在40都道府  

県に50か所設置されている。  

また、DV法第5条により、配偶者からの暴力被害者の保護を行うことができることと  

なった。   

（1）入退所状況  

前年度末在所者  義毒突葉書  羞該震 度宴   羞該震度委  当該年度中 在所延人員   

要保護女子等  511   823   817   517   190，810   

同伴する家族  63   466   488   41   17，823  

うち同伴児   63   460   482 41   17，732   

（2）在所者の入所時における主訴別内訳  

在所者の主訴別入所の内訳をみると、在所者総数のうち、「夫等の暴力」を主訴とする者   

が39．1％にのぼり、次いで「帰住先なし・住居間題」を主訴とする者が29．1％にの   

ぼる。  

夫等の  
総数  暴力 し  医療関係   

など   
親萬望の  子どもの 問題  至…．！・主・   経済問題  蓮萎＝・＝＝誇  その他   

住居間題  

（10％）   （39．1％）  （29．1％）  （12．4％）   （6．1％）   （3．2％）   （2，8％）   （2．2％）   （1．3％）   （3．8％）   
1，334   522   388   165   82   43   37   29   

※在所者とは、前年度末在所者と平成20年度に新規に入所した看で、当該年度中1日でも在所した者をいう。  
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DV被害者等の相談・保護等の状況について  

○婦人相談所及び婦人相談員における夫等の暴力の相談件数は年々増加。  

（人数）  

30，000  

夫等の暴力の相談件数及び相談全体に占める割合（来所相談）  

25，000  

20，000  

15，000  

10，000  

5，000  

Hl－3年度H14年度H15年度H16年度H17年度H18年度H19年度H20年度  
（厚生労働省家庭福祉課調べ）   



婦人相談所及び婦人相談員における「夫等の暴力」を主訴とする  
来所による相談件数（都道府県別）の推移  

年度  13   14   15   16   17   18   19   20   

口  北海道   566   560   811   829   83了   817   828   886   

2  青 森   128   222   291   301   303   273   243   213   

3  岩 手   139   179   186   211   218   170   212   282   

4  宮 城   334   396   406   375   301   391   485   373   

5  秋■田   46   53   80   87   93   124   143   160   

6  山 形   84   99   91   130   136   129   129   188   

7  福 島   96   172   247   313   258   306   266   313   

8  茨 城   199   193   192   222   229   226   304   4P2   

9  栃 木   286   2了8   26了   456   418   426   495   400   

10  群 馬   96   143   120   157   229   202   169   180   

皿  埼 玉   110   206   245   339   286   204   195   246   

12  干 葉   698   497   595   419   48了   542   6了1   608   

13  東 京   1，709   2，334   2，453   2，325   2，717   2，675   3，335   3，641   

14  神奈川   1，625   2，546   3，051   2，947   3，322   3，057   3，234   3，468   
15  新 潟   96   159   218   242   239   211   238   214   

16  富 山   172   228   185   268   149   225   258   278   

1了  石 川   100   42   206   209   235   255   287   427   

18  福 井   68   90   120   111   87   124   179   201   

19  山 梨   60   105   99   147   106   107   160   189   

20  長 野   140   582   666   705   940   819   793   723   

21  岐 阜   248   258   268   294   239   304   343   325   

22  静 岡   325   589   670   804   712   884   918   847   

23  愛 知   835   1，044   982   1，006   1，074   1，480   1，679   2，182   

24  三 重   306   666   434   466   405   410   335   372   

25  滋 賀   184   156   122   145   149   245   186   135   

26  京 都   ＝9   186   259   277   247   252   215   223   

27  大 阪   568   761   655   678   615   604   678   606   

28  兵 庫   450   70了   697   了37   850   909   999   831   

29  奈 良   72   103   118   123   150   140   166   162   

30  和歌山   148   105   140   192   219   302   320   296   

31  鳥 取   75   154   191   134   133   116   131   153   

32  島 根   151   82   145   139   147   275   262   211   

33  岡 山   144   130   168   161   129   147   124   187   

34  広 島   172   248   259   344   372   377   480   462   

35  山 口   96   171   169   195   229   191   185   206   

36  徳 島   65   102   111   121   82   106   102   101   

37  香 川   67   100   178   145   184   196   155   193   

38  愛 媛   88   84   101   147   165   176   199   194   

39  高 知   92   62   56   89   81   126   140 185   

40  福 岡   899   1，381   1，418   1，553   1，627   1，765   1，635   1，576   

41  佐 賀   67   93   44   78   81   73   86   73   

42  長 崎   178   202   204   223   200   274   235   316   

43  熊 本   244   272   288   315   364   472   456   461   

44  大分   28   4了   43   59   119   95   106   84   

45  宮 崎   81   133   132   95   140   157   198   163   

46  鹿児島   325   249   239   259   212   362   197   310   

47  沖 縄   292   442   482   547   610   594   604   633  

合 計  13，071  17，611  19，102  20，119  21，125  22．315  23，758  24，879   

（家庭福祉課調べ）  
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○婦人相談所により一時保護された女性及び同伴家族の数をみると、平成13年度   
から平成16年度にかけて増加し、・その後は微増減の傾向。  

○主訴別内訳をみるとJ「夫等の暴力」を入所理由とするものの割合が6割～7割。  

○ 平均一時保護日数は14．5日（平成20年度）  

一時保護された女性  

（うち夫等の暴力を理由とする者）  
［コ  同伴家族  

（件数）  

H13年度 H14年度 H15年度 H16年度 H17年度 H18年度 H19年度 H20年度  
。   注1）夫等の暴力を入所理由とする者の割合   



婦人相談所一時保護所における「夫等の暴力」を主訴とする  

一時保護件数（都道府県別）の推移  

年度  13   14   15   16   17   18   19   20   

円  北海道   164   276   309   320   312   267   279   290   

2  青 森   45   45   55   36   44   39   33   27   

3  岩 手   31   28   27   36   24   23   33   39   

4  宮 城   43   72   70   79   79   71   72   72   

5  秋 田   25   37   43   41   48   48   49   48   

6  山 形   21   31   41   38   28  30   24   32   

7  福 島   29   26   31   40   46   52   57   63   
8  茨 城   84   69   59   83   79   66   86   74   

9  栃 木   64   76   64   74   82   77   93   90   
10  群 馬  32  46  37  32   41   41   56   37   
皿  埼 玉   103   114   137   133   138   120   139   165   

12  千 葉   103   196   127   129   110   90   131   105   
13  東 京   244   386   518   469   511   663   565   607   
14  神奈川   111   301   427   420   40壬主   390 372   384   
15  新潟   33   47   64   67   43   51   43   34   
16  富 山   23   33   31   46   29   43   45   38   
17  石 川   23   42   41   47   51   57   37   53   
18  福 井   1－3   10   14   25   19   20   
19  山 梨   14   22   13   24   19   18   27   32   

20  長 野   37   33   39   37   55   41   48   46   

21  岐阜   70   97   68   68   40   60   53   28   
22  静 岡   51   104   106   155   126   156   158   133   
23  愛 知   112   143   160   191   168   195   189   246   
24  三 重   56   74   70   55   55   60   61   59   
25  滋 賀   50   52   62   65   80   78   71   60   
26  京 都   74   124   119   149   117   124   118   122   
27  大 阪   261   303   340   374   308   286   350   410   
28  兵 庫   97   206   202   190   166   181   179   177   
29  奈 良   52   60   61   69   75   70   88   82   
30  和歌山   38   27   60   77   65   62   42   59   
31  鳥 取   28   92   121   78   70   60   65   82   

32  島 根   20   22   22   29   37   57   50   40   
33  岡 山   43   53   48   60   75   60   57   70   
34  広 島   37   81   101   110   102   99   124   100   
35  山 口   22   50   49   45   45   52   29   34   
36  徳 島   22   30   40   41   38   35   44   39   
37  香 川   29   40   49   38   53   52   37   38   
38  愛 媛   15   23   20   32   44   35   36   46   
39  高 知   18   29   24   23   31   50   57   57   
40  福 岡   67   151   147   152   199   230   206   190   
41  佐 賀   19   34   16   48   46   38   49   29   
42  長 崎   39   29   44   56   52   51   54   53   
43  熊 本   51   37   31   48   55   71   41   60   
44  大 分   17   24   14   24   23   28   33   43   
45  宮 崎   27   45   47   38   69   54   30   28   
46  鹿児島   31   49   33   46   36   45   42   44   

47  沖 縄  92  104  99  109  105  64  78   81  

合 計  2，680   3，974   4，296   4，535   4，438   4，565   4，549   4，666   

（家庭福祉課調べ）  
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○ 平成14年度に一時保護委託制度を創設。  

○ 委託契約施設数は年々増加し、平成21年4月1日現在で261施設。  

○ 平成20年度における一時保護委託人数は、DVケース以外を含めて、3，916人。   

（女性本人1，767人、同伴家族2，149人）である。  

O DVケース以外を含めて、女性本人の平均在所日数15．0日となっている。  

DV法第3条第4項に基づく一時保護の委託契約施設数（平成21年4月1日現在）  

（注1）母子生活支援施設を除く。（注2）（）内は、平成20年4月1日現在   



DV被害者の一時保護委託  

○ 平成14年度に一時保護委託制度を創設  

○ 平成20年度の一時保護委託人数は3，916人（本人1，76了人、同伴家族2，149人）  
○ 委託契約施設数は、平成21年4月1日現在で261施設  

DV法に基づく一時保護委託契約施設数（平成21年4月1日現在）  

母  
婦  

子   
老  

身  知  

人  生  
保   

人  

保  活   福  

的  
民  

聞  
そ  

護  支  施  祉  
の  計   

施  援  設  施  
豊 援  

団  

休  
他  

設  施  ）援設  設  

施  生  護  

北海道  3  8    Ⅶ   
青森県  2   

岩手県 0   

宮城県   2   

秋田県   8  9   

山形県  3   

福島県  2   

茨城県  2   

栃木県  3  2  5   

群馬県  6  2  8   

埼玉県  2  9   12   

干葉県  3  2   6   

東京都   5  5  10   神奈川県                8  口  9  
新潟県  2 4   

、ミニ富山県 0   

■  二  0   

福井県  

山梨県 0   

長野県  2  4   

岐阜県  3  3   

静岡県   3   3   6  15   
愛知県   2   6  3  

三重県   5   8   

滋賀県  2   

京都府  5  2  7   

大阪府   2   4   4  14   
兵庫県   2   4  2   2  8  18   

奈良県  3  3 

和歌山県  5   3  10   

鳥取県  5  2  8   

島根県  2   6   

岡山県  2  2   

広島県   2  4   

山口県  2  5   

徳島県  2  5   

三三香川県 0   

愛媛県  2  2   

高知県  2   

福岡県   2   4  3  9   

佐賀県   3  6   

長崎県  9  2  

熊本県  2  3   

大分県  3   

宮崎県  2  4   

鹿児島県   2  4   

沖縄県   4  6  

合計   20   96   25   6   4   8   9   90   3   261   
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婦人相談員の配置状況（平成21年4月1日現在）  

（人）  

都道府県の  
市の婦人相談員   合 計   

婦人相談員  

1 北海道   4   33   37   

2 青 森   8   7   15   
3 岩 手   2   18 20   
4 宮 城   21   15   36   
5 秋 田   8   2   10   
6  山 形   9   13   22   

7 福 島   9   7   16   
8 茨 城   7   4   

9 栃 木   8   19   27   
10 群 馬   9   3   12   
11 埼 玉   24   9   33   
12 千 葉   35   30   65   
13 東 京   32   124   156  
14 神奈川   16   41   57   

15 新 潟 6   10   16   
16 富山   4   2   6   

17 石 川   3   3   6   

18 福 井   5   2   7   

19 山 梨   4   3   7   

20′ 長 野   12   7   19   

21 岐 阜   2   6   8   

22 静 岡   7   14   21   
23 愛 知   25   19   44   
24 三 重   8   16   24   
25 滋 賀 4  4   

26 京 都   20   21   

27・大 阪   8   19   
28 兵 庫   5   21   26   
29 奈 良   4  4   

30 和歌山   12   13   

31 鳥 取   2   3 

32 島 根   10  10   

33 岡 山   13   14   27   

34 広 島   8   10   18   
35 山 口   6   5   

36 徳 島   6   2   8   

37 香 川   4   9   13   
38 愛 媛   4   6   10   
39 高 知   6  6   

40 福 岡   32   57   89   

41 佐 賀   3   2   5   

42 長 崎   7   6   13   
43 熊 本   2   18   20   
44 大 分   3   4   

45 宮 崎   4   4   8   

46 鹿児島   4   7   

47 沖 縄   7   17   24  

合計   444   598   1，042   
（厚生労働省雇用均等t児童家    庭局家庭福祉課調   
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DV関連事業の都道府県別実施状況  

（平成21年庭園庫補助金・負担金交付申請ベース）  

事案区分  A   B   C   D   E   F   G   H   J   K   L   M   N  

同伴児童  
暴力被害   心理担当  心理担当  夜間警備  夜間警備   の対応等   

休日夜間 電話相談  
事業  一時保護  修事業   （一時保  （婦人保  時保護  人保護施  鼻の配置  長の配置  

ッ 
集   

護所）  護施設）  所）  設）  （一時保  
諸所）   

1北海道  ◎   ◎  ◎  ◎  ◎  ◎  

2青 森  ◎   ◎   ◎  なし  ◎   ◎   ◎  なし  なし  なし   

3岩 手  ◎   ◎   ◎  ◎   ◎  ◎  ◎  

4宮 城  ◎   ◎  ◎  ◎   ◎   ◎  ◎   ◎  

5秋 田  ◎   ◎   ◎  ◎  ◎  ◎  ◎  

6山 形  ◎   ◎   ◎  ◎   ◎   ◎  ◎  

7福 島  ◎   ◎   ◎  ◎  ◎   ◎  ◎  

8茨 城  由   ◎   ◎  ◎   ◎   ◎  ◎  

9栃 木  ◎   ◎   ◎  ◎   ◎   ◎  ◎   ◎  

10群 馬  ◎   ◎   ◎  ◎  ◎   ◎   ◎  ◎   ◎  

11埼 玉  ◎   ◎  ◎  ◎   ◎   ◎  （一保と兼務）  ◎   ◎  ◎×2  

12千 葉  ◎   ◎   ◎  ◎   ◎   ◎  ◎（常勤）  ◎  ◎  

13東 京  ◎   ◎   ◎  ◎  ◎×5  ◎   ◎  ◎  ◎x5  ◎  ◎x5  ◎×2  ◎×7   

14神奈川  ◎   ◎   ◎  ◎   ◎  ◎   ◎  ◎   ◎   ◎  

15新 潟  ◎   ◎   ◎  ◎  ◎   ◎  

16富 山  ◎   ◎   ◎  なし  ◎  なし   ◎  なし  なし   

1了石 川  ◎   ◎   ◎  ◎  ◎  

18福 井  

19山 梨  ◎   ◎   ◎  ◎   ◎  

20長 野  ◎   ◎   ◎  ◎  ◎   ◎  ◎  

21岐 阜  ◎   ◎   ◎  ◎   ◎   ◎  ◎   ◎  

22静 岡  ◎   ◎   ◎  ◎  ◎  ◎  

23愛 知  ◎   ◎   ◎  ◎  ◎   ◎   ◎   ◎   ◎   ◎   ◎   ◎   

24三 重  ◎   ◎   ◎  ◎  ◎   ◎   ◎  ◎  

25滋 賀  ◎  ◎  ◎  ◎   ◎   ◎  ◎   ◎  

26京 都  ◎   ◎   ◎  ◎   ◎  

2一大 阪  ◎   ◎   ◎  ◎  ◎×2  ◎   ◎   ◎  ◎（常勤）  ◎  ◎x3  ◎  ◎×2   

28兵 庫  ◎   ◎  ◎  ◎  ◎  

29奈 良  ◎   ◎   ◎  なし  ◎  ◎  なし   ◎  なし  なし   

30和歌山  ◎   ◎   ◎  ◎  

31鳥 取  ◎   ◎   ◎   ◎  なし  ◎   ◎   ◎  なし  なし  なし   

32島 根  ◎   ◎  ◎  なし  ◎   ◎   ◎  なし  ◎  なし  なし   

33岡 山  ◎   ◎   ◎  ◎   ◎   ◎  

34広 島  ◎   ◎   ◎  ◎  ◎   ◎  

35山 口  ◎   ◎   ◎  ◎   ◎   ◎   ◎  ◎  

36徳 島  ◎   ◎   ◎  ◎  ◎   ◎  ◎  ◎く常軌）  

37香 川  ◎   ◎   ◎  ◎  ◎   ◎   ◎  ◎  ◎  

38愛 媛  ◎   ◎   ◎  ◎  ◎   ◎  ◎  

39高 知  ◎   ◎   ◎  なし  ◎   ◎   ◎  なし  ◎  なし  なし   

40福 岡  ◎   ◎   ◎  ◎  ◎   ◎  ◎  ◎×2  

引佐 賀  ◎  ◎  

42長 崎  ◎   ◎  ◎  ◎   ◎  ◎  

43熊 本  ◎   ◎   ◎  ◎  なし  ◎   ◎   ◎  なし  ◎  なし  なし   

44大 分  ◎   ◎   ◎  ◎  ◎  ◎   ◎  

45宮 崎  ◎   ◎   ◎  ◎  

46鹿児島  ◎  ◎   ◎  ◎  

47沖 縄  ◎  ◎  ◎  ◎   ◎   ◎  ◎   ◎   ◎  

合 計  38   42   43   2   28   10   34   37   31   10   32   24  10（12人）  3（】0人）   

50施設中             50施設中  50施設中  50施設中   

（注1）「◎」が国庫補助金交付（申請）県、「O」が単独事業実施県  
（注2）事業区分E、Ⅰ、Kの「なし」は、婦人保護施設がない県。  
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人身取引の実態把握の徹底  

（1）■潜在的被害者の入国防止   

○ 出入国管理の強化   

○偽変造文書対策の強化  
○ 人身取引事犯の取締りの徹底   

○ 売春事犯等の取締りの徹底   

○ 児童の性的搾取に対する慮正な対応   
○ 悪章な雇用主、ブローカー等の取締りの徹底（※）  

（2）国境を越えた犯罪の取締り   

○ 外国関係機関との連携強化  

（2）在留管理の徹底を通じた人身取引の防止   

○厳格な在留管理による偽装滞在・不法滞在を伴う人身取引事犯  

の防止  

○ 不法就労対儀を通じた人身叡引の朋止（※） 

の  

3 人身取引被害者の保冨  

（1ト被害者の認知   

○ 潜在的披書寺に対する被誓書保護施策の周知   
○ 取締り過掛こおける被暮春の発見（※）  

（2）被害者保護の徹底   

○ 被害者としての立場への配慮 

○被害者の法的地位の安定  
く3）シェルターの提供と支援   

○婦人相談所における母国語による通訳サービス   

○ 被害者に対する法的援助lこ関する周知等  
（4）被害者保護施策の更なる充実   

○ 中長期的な傍護施箕に関する検討等   
○ 男  

（5）帰国  

○ 被害者の帰国に際して  

注：太字は、新規に講ずる施策。※については、現行計画にも盛り込まれているが、内容の見直しを行ったもの。   



厚生労働省における人身取引被害者への対応  

厚生労働省雇用均等・児童家庭局（平成21年‖月30日現在）  

1 婦人相談所等における保護の状況  

○ 保護した被害者はすぺて女性で合計270人。うち264人は婦人相談所が担当。  
その他の6人は児童相談所が担当（平成17年度5人・18年度1人）。  

0 フィリピン人・インドネシア人・タイ人の合計で全体の87％。  
○ 保護に至る相談経路の95％は警察もしくは入国管理局。  
018歳未満は計15人。最年少は15歳。平均年齢24．7歳。  

0年産別保護実績（合計2叩人）   

平成13年度 1人（タイ1人）   

平成14年度 2人（タイ2人）   

平成15年度 6人（タイ3人・フィリピン人3人）   

平成16年度 24人（タイ15人一台湾4人・インドネシア3人・韓国1人・］ロンビア1人）   

平成17年度‖7人（フィリピン64人■インドネシア40人・台湾6人・タイ4人・中国2人・韓国1人）   

平成18年度 36人（インドネシア17人－フィリピン12人・タイ4人■台湾2人・韓国1人）   

平成19年度 36人（フィリピン19人・韓国5人・タイ5人・インドネシア4人一軒マニア1人・台湾2人）   

平成20年度 39人（タイ人22人tフィリピン11人・台湾3人・中国2人川○ンゲラデシュ1人）   

平成21年度 9人（タイ人4人－フィリピン2人■中国2人一台湾1人）  

0都道府県別保護実績（合計270人）   

愛知県 54人 長野県 33人 千葉県 30人 東京都 ＊28人 栃木県 24人   
秋田県18人 島根県14人 岐阜県12人 広島県  ＊9人 鳥取県 9人   
群馬県 9人 神奈川県8人 大阪府 7人 福岡県   6人 茨城県 5人   
兵庫県 4人 徳島県 3人 熊本県 2人   
新潟県・静岡県■大分県・鹿児島県・沖縄県 各1人  

＊6人が島根県より移管のため合計には算入せず   

綿3人が群罵県より移管、1人が長野県からの保護依頼のため合計に算入せず  
○一時 護委託実績（≧嬰ム墾i皇岨 

平成17年4月1日～平成21年11月30日までに91人の一時保護委託を実施  

内訳 婦人保護施設＊35人・母子生活支援施設32人一民間シェルター24人  
児童自立援助ホーム1人  

＊うち1人は2回目の委託のため合計には算入せず  
○平均保護日数 33．0日  

2 被害者に対する支援  

○ 相談や支援における適切な母語通訳の確保  

○ 母国の文化を尊重した日常生活場面での支援  
○ 医師の診察や医療費の補助等による健康支援  
○ 必要に応じて弁護士等による法的対応支援  

○ 心理療法担当職員によるカウンセリング等の心理的ケア  
※ 被害者の立場に立ち、適切に保護を行うには、警察、入国管理局、大使館  

IOM（国際移住機関）等の関係機関との緊密な連携が欠かせない。  
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（案）  

雇児発※※※※第※号  

平成22年※月※※日  

各都道府県知事 殿  

厚生労働省雇用均等・児童家庭局長  

婦人保護施設における人身取引被害者に対する支援体制の確保について   

婦人保護事業の推進については、かねてから特段の御配意を煩わしているところ  

であるが、婦人保護施設において、通訳者・ケースワーカー（外国人専門生活支援  

者）の派遣を外国人支援に実績のある民間団体等へ依頼した場合における当該経費  

や人身取引被害者（以下「被害者」という。）に係る医療費を支弁した場合におけ  

る当該経費について国から予算の範囲内で補助を行うことにより、被害者の適切な  

支援を確保することとし、次のとおり実施方法を定め、平成22年度から実施する  

こととしたので、その適正かつ円滑な実施を期されたく通知する。  

1 趣旨  

被害者の保護については、これまでも婦人相談所における一時保護において   

対応して来たところであるが、保護期間が中長期化するケースに対して適切に   

対応し、被害者の心身の安定・回復を図ることができるように、婦人保護施設   

においても保護を実施することが求められている。 このため、婦人保護施設に   

おいて、通訳者・ケースワーカーを確保すること、また、被害者のニーズに応   

じて必要な医療を受けることにより、婦人保護施設における被害者への支援体   

制を確保することとする。  

2 支援内容  

（1） 通訳者・ケースワーカーの確保  

被害者の状況や要望等に対応し、適切な支援を軍施するため、通訳者・ケ  

Tスワーカーの派遣を外国人支援に実績のある民間団体等へ依頼する。  

① 通訳者  

次のア～ウの条件をできるだけ満たす者とすること。  

ア 被害者の母語に精通し、 

イ 人身取引被害者への支援に取り組んでいる国際機関や民間団体職員等  

ウ 加害者と関係しない者  
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② ケースワーカー  

次のア～ウの条件をできるだけ満たす者とすること・。   

ア 被害者の自国の生活様式、社会保障等に精通し、かつ、人身取引に関  

する知識を有する者   

イ 人身取引被害者への支援に取り組んでいる国際機関や民間団体職員等   

ウ 加害者と関係しない者  

（2） 医療の受診等  

被害者の状況や要望等に対応し、そのニーズを踏まえ、他法他制度が利  

用できない場合に医療機関における診察、検査、治療又は診断書の発行等  

の必要な医療を受けさせること。  

3 運営の留意点等  

（1） 本支援事業の実施に当たっては、外国人支援に実績のある国際機関、民間  

団体、国際交流協会等関係機関と連携を密に図ること。  

（2） 本支援事業においてノ、加害者側へ被害者の居所等の情報が漏洩することが  

ないよう個人情報の取扱いには十分留意すること。  

4 経費  

この通訳者・ケースワーカーの確保や医療費の支弁に要する経費について   

は、平成15年1月29日厚生労働省発雇児第0129001号厚生労働事務次官通   

知の別紙「婦人保護費国庫負担金及び国庫補助金交付要綱」によるものとする。  
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（案）  

雇児発※※※※第※号  

平成22年※月※※日  

各都道府県知事 殿  

厚生労働省雇用均等・児童家庭局長  

休日夜間電話相談事業及び法的対応機能強化事業の実施について   

婦人保護事業の推進については、かねてから特段の御配意を煩わしている  

ところであるが、これまでも配偶者からの暴力被害者等に対する支援として  
婦人相談所において実施している「休日夜間電話相談事業」及び「法的対応  

機能強化事業」について、今般、別紙のとおり「休日夜間電話相談事業及び  
法的対応機能強化事業実施要綱」を定めたので、その適正かつ円滑な実施を  

期されたく通知する。   
なお、本通知の施行に伴い、平成17年11月11日雇児発1111001号厚生  

労働省雇用均等・児童家庭局長通知「児童虐待・DV対策等総合支援事業及  
び母子家庭等対策総合支援事業の実施について」は廃止する・。  
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別紙  

休日夜間電話相談事業及び法的対応機能強化事業実施要綱  

1 休日夜間電話相談事業  

（1）趣旨  

配偶者からの暴力（以下「DV」という。）は時間を選ばずに起き、   
婦人相談所にはDV被害者からの相談への対応が求められる。このため、   

休日（土曜日、日曜日又は祝祭日。以下同じ。）及び平日閉庁後の夜間   
の相談対応時間を拡大するなどの取組を進めることが必要であることか   

ら、・婦人保護事業に精通した婦人相談員経験者等による電話相談員を配   
置し、休日及び夜間の相談体制の強化を図るものである。   

（2）事業内容  

婦人相談所に婦人保護事業に精通した婦人相談員経験者等による電話   

相談員を配置し、休日及び夜間にDV被害者等からの電話相談に対応す  

る。   

（3）実施方法  

① 休日昼間における対応は、原則8時間以上実施することとする。  
② 平日及び休日の夜間における対応は、原則4時間以上実施するこ  

ととする。   

（4）留意事項  

① 電話相談員に対して研修等を行い、個人情報の適切な管理や守秘  

義務について周知徹底するとともに、電話相談員によるDV被害者  

等への「二次被害」が起きないよう相談技術の向上等を図ること。  

② 電話相談員のメンタルヘルスケアには、十分配慮すること。   

2 法的対応機能強化事業  

（1）趣旨  

婦人相談所は、配伸者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法   
律（平成13年法律第31号）第3条第3項第5号において、保護命令   
制度の利用について、情報提供、助言、関係機関への連絡等の援助を行  
うこととされ、申立先の裁判所や申立書等の記入方法等について助言を   

行うこととされている。また、人身取引被害者、外国人等を含むあらゆ   
る女性に係る国籍、在留資格、離婚、多重債務等に関する民事手続や刑   
事手続などについての情報提供や調整等の対応が求められている。  

このため、弁護士等による法的な調整や援助等を得ることにより、婦  
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人相談所の援助を円滑に行うことができるようにするものとする。   

（2）事業内容  

① 本事業は、婦人相談所がDV問題や人身取引被害を含めた外国人  
問題等に関して熱意を有する弁護士等の協力を得て実施するものと  

する。  
② 弁護士等の役割は、次に掲げるいずれかとする。  

ア 婦人相談所におけるDV被害者や人身取引被害者等からの相談  
に対して、必要に応じて法的対応に関する助言や関係者との調整 

等を実施。  
イ 婦人相談所の職員からの相談に対して、必要に応じて法的対応  

に関する助言や関係者との調整等を実施。   

（3）実施方法  

婦人相談所において、弁護士等を非常勤職員として配置するほか、適   

宜、必要に応じた法的な調整や援助等を得る契約を弁護士等との間で結   
ぶこともできるものとする。   

3 実施主体   

都道府県   

4 国の助成   

1及び2に定める事業に要する経費については、国は予算の範囲内にお   
いて別に定めるところにより補助するものとする。  
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